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○最初に連結決算の概要についてご説明します。スライド表示の通り、新型コロナウ
イルス感染症の発生を受けた外出及び移動の自粛等の影響により、当社・グループ
会社ともに引き続き極めて厳しい経営環境が続く中、大幅な減収となりました。こうし
た中、費用削減を強力に推進したことなどにより営業費の減少はあったものの、大き
な損失を計上しました。

○まず収入面では、当社の運輸収入が新幹線、在来線ともに大きく減少した他、鉄道
以外の事業においては、感染拡大防止に取り組みながらＪＲセントラルタワーズとＪＲ
ゲートタワーの営業を行うなど、収益の確保に努めたものの、新型コロナウイルス感
染症の影響により、グループ全体でも大幅に減収となりました。その結果、連結営業
収益は前年を8,449億円下回り、6,030億円となりました。

○営業費は、グループ全体でコスト削減に取り組み、昨年同期に対し16.7％となる
1,393億円の減少となりましたが、それでも営業損失は935億円、経常損失は1,477
億円、親会社株主に帰属する四半期純損失は1,114億円と大きな損失を計上しまし
た。

○各セグメントの状況につきまして、運輸業は、当社の運輸収入の減少等により、大
幅な減収減益です。その他いずれのセグメントも減収減益ですが、ジェイアール東
海髙島屋の百貨店売上の減少、東海キヨスクの店舗売上の減少など流通業の影響
が大きいほか、その他に含まれるジェイアール東海ホテルズの宿泊収入やジェイア
ール東海ツアーズの旅行商品収入の減少の影響も大きく表れています。
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○続いて、単体決算の概要についてご説明します。

○まず営業収益のうち運輸収入ですが、新型コロナウイルス感染症の影響により、前
年同期に対し7,284億円の減となる3,590億円でした。

○一方、営業費は4,907億円でした。これまで不断に取り組んできた効率化・低コスト
化をより一層強化するとともに、安全・安定輸送に支障しないことを前提に更なるコ
スト削減を徹底した結果、前年同期に対し11.4％となる632億円の減となりました。

○人件費については、賞与の減などもあり、前年同期に対し69億円の減となる1,255
億円でした。

○続いて、物件費の内訳ですが、動力費については、運転本数を減らしたことに伴い
車両の走行キロが減少したことなどにより、前年同期に対し40億円の減となる289億
円となりました。

○修繕費ですが、前年同期に対し74億円の減となる669億円でした。昨年と比べ、在
来線の次期特急車両などにかかる技術開発関連費用が減少したほか、今期のコス
ト削減の取組みとして、大規模改修工事などの修繕を一部抑制しました。

○業務費については、運輸収入に連動する形で発売手数料等が減少したことに加え、
広告宣伝の見直しや会議の抑制、不要不急な備品購入の抑制等による費用削減
により、前年同期に対し251億円の減となる1,125億円となりました。

○最後に、減価償却費は前年同期に対し122億円の減となる1,322億円でした。過去
に行った山梨リニア実験線の延伸投資にかかる償却負担などが減少したことに加え、
その他の車両・地上設備にかかる償却費も減少しました。

○こうした取組みにより営業費は減少したものの、単体決算においても大きな営業損
失を計上する結果となりました。
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○次に、新型コロナウイルスの影響を大きく受けている収入の状況についてご説明し
ます。

○収入の大宗を占める東海道新幹線について、10月１日から東京地区がＧｏＴｏトラ
ベルキャンペーンの対象となったこともあり、10月以降、旅行商品を中心にご利用に
緩やかな回復がみられましたが、12月に入ると感染再拡大の影響を受け、お客様の
ご利用が再び減少しました。

○10月に発表した業績予想の中では、運輸収入について、12月まで2018年度比
40％の水準が継続すると見込みましたが、第３四半期の実績としては2018年度比
46％で推移し、業績予想に対して221億円ほど上振れました。

○一方、１月に入ってからは緊急事態宣言の再発令もあり、ご利用が一段と減少して
おり、１月の東京口の断面輸送量は、28日までの実績で25％という厳しい状況とな
っています。

○今後については、緊急事態宣言の再発令により想定よりも収益が減少することも考
えられ、その点で懸念はありますが、今後の状況は不透明であり、第３四半期までに
想定より上振れて推移したこと等も踏まえ、業績予想の見直しは行わないこととしま
した。なお、緊急事態宣言が解除され、感染が次第に収束し、経済が回復していく
中で、ペースは不透明ながらもご利用は回復していくものと考えており、その認識に
変わりはありません。

○なお、当第３四半期決算における新型コロナウイルス感染症の収入への影響につ
いては、単体では7,310億円程度、連結では8,420億円程度と考えています。
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○最後に、コスト削減の取組みについてご説明します。

○新型コロナウイルスの影響を受けて極めて厳しい経営環境が続く中、当社としては、
安全・安定輸送の確保や輸送サービスの提供に支障しないことを前提にコスト削減
を徹底しており、設備投資も含めて連結合計で680億円の削減を計画し、業績予想
に反映しています。

○こうした取組みの結果、第３四半期時点で、もともと計画していた大規模改修工事
など一部修繕の抑制・スケジュール変更、広告宣伝費の削減や動力費の減などに
加え、賞与の支給月数の減など追加の削減にも取り組み、損益として単体で約300
億円、グループ会社で約110億円、連結合計で約410億円のコスト削減を実施しまし
た。

○なお、設備投資の実績は第３四半期時点では集計していないことから、設備投資
抑制の取組みについては、期末決算の際にまとめてお伝えします。

○引き続き厳しい状況が続いていますが、感染拡大防止に取り組みながら、安全・安
定輸送の確保を最優先に輸送機関としての使命を果たしていきます。また、感染収
束後も見据え、サービスの一層の充実に取り組むとともに、業務執行全般にわたる
効率化・低コスト化を一層強化し、経営体力の充実を図っていきます。

○説明は以上です。
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